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⑵ 奈良輝久「最二判平 19・6・11評釈」金判 1277 号４頁（2007 年）。北野弘久「コ
ンビニ契約の問題性」税経通信 61 巻 13 号 17 頁（2006 年）。




















































































































































































応合理性があること，証拠によれば，昭和 61 年 11月から平成５年 10月までの





















































































⑼ 近藤・前掲注 6，100 頁以下。

















































































































⒃ 堀川・前掲注 7，126 頁以下。これを堀川教授は「いわゆる『表現作成者不利の原
則』に近い解釈」と表現されている。そして，「たしかに，最二判昭 39・7・29に照
らせば，原審の判断は一般的・国語的意味を重視するあまり硬直にすぎ，解釈の幅
を狭めすぎる嫌いがあるともいえる。ただ，原審は本件契約書が定型的なものであ
り『被控訴人が自ら営業政策上の判断により，契約条項を確定し，加盟店となろう
とする者に対し，交渉によりその内容を変更することができないものとして提示さ
れるもの』であること，つまり本件契約の附合契約的性格を指摘する部分もあるこ
とから，必ずしも原審が最二判昭 39・7・29がいう「使用したる文字のみに拘泥」し
あるいは「文字に即してのみ（内容を）確定」したものとは言えない。」と分析をさ
れている。
⒄ この点につき，奈良弁護士は，「本件となる契約書の契約条項中に一義的に明確な
文言が用いられている限り，同条項の解釈においては当該文言の意義が主導的な指
針となり，個別的な修正・変更の余地を認めないかのような論理はいささか硬直に
過ぎる。契約の解釈においては，一部の文言の明確性からある解釈が形式的に導か
れるとしても，付属文書の内容等個別具体的な事情を考慮することによって，より
よく当該契約の事態に合致する解釈が可能であるならば，それこそが当該契約につ
いての客観的・合理的解釈に当たるというべきであり，そのためにはある程度広い
契約解釈の「幅」が認められていなければならないと思われる。契約の解釈は本来
個別的であるという観点からは，事情に即して柔軟な解釈を許容する本判決の視点
は，積極的に支持できる。」と分析された。奈良弁護士は，原判決において規範的解
釈がされたことを批判して，最高裁で示された解釈を支持されている。奈良・前掲
注 2，5 頁以下。
